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はは    じじ    めめ    にに    

本県は、自然条件に恵まれた瀬戸内海に面しており、漁船漁業では春のサワラ

や夏のマダコなど、季節ごとに多種多様な魚介類が漁獲され、カキ養殖業におい

ては生産量全国第３位、ノリ養殖業においては生産量全国第９位の生産地となっ

ています。また、内水面は、三大河川の恩恵を受け、アユを始めとするさまざまな水

産物を育むほか、自然と親しむ機会を県民に提供するなど、重要な役割を果たし

ています。 

しかしながら、温暖化などの近年の漁場環境の急激な変化への適切な対応、

魚介類に対する消費者ニーズの変化に応じた取り組みなどが求められていること

に加え、適切な資源管理と水産業の成長産業化の両立を目的とした「漁業法等

の一部を改正する等の法律」が令和２年１２月に施行されるなど、水産業を取り

巻く環境は大きく変化しています。このため、これらの状況をしっかりと踏まえて、本

県水産業の目指すべき方向性を見据え、これから推進すべき新たな水産施策の

展開方向を明らかにするため、このたび「岡山県水産振興プラン２０２２」を取りま

とめました。 

本プランでは、「豊かな海・川の実現と魅力ある水産物の消費拡大」を目標に

掲げ、漁業生産の基礎となる海と川を豊かにするとともに、そこで育まれる水産物

の真の価値を消費者に理解していただき、消費拡大が図られることを目指し、「美

しく豊かな海づくり」、「魅力ある水産物づくり」、「活力ある漁村づくり」、「豊かで

親しまれる川づくり」という４つの基本方針の下、市町村、漁業関係者などとの連

携により、実効性のある施策を着実に進めてまいりたいと考えております。 

最後に、本プランの策定に当たり、多くの皆さまから貴重なご意見、ご提言を頂

きましたことに対し、厚くお礼申し上げます。 

 

令和４年３月 

岡山県知事 伊原木 隆太  
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「岡山県水産振興プラン」は、本県水産振興策の基幹となる計画として平成１３

年度に策定され、その後、「岡山県水産振興プラン２００８改訂版」、「岡山県水産振

興プラン２０１７」に見直しを行い、これらのプランに基づき、漁業関係者、行政

等が連携して各種施策を推進してきました。 
しかしながら、近年の漁場環境の急激な変化への対応、消費者ニーズに応じた取

組などが求められていることに加え、適切な資源管理と水産業の成長産業化の両立

を目的とした「漁業法等の一部を改正する等の法律」が平成３０年に成立し、令和

２年１２月に施行されたことなどを踏まえて、本県水産業の目指すべき方向性を見

据え、これから推進すべき新たな水産施策の展開方向を明らかにするため、このた

び「岡山県水産振興プラン２０２２」を取りまとめました。    
このプランは、水産振興施策の基幹となる計画と位置付けており、本県水産業の

現状と課題を分析し、今後５年間で推進する主な施策をわかりやすく示すことを目

的に策定したものです。 
なお、このプランのうち、内水面漁業に関する部分については、内水面漁業の振

興に関する法律（平成２６年法律第１０３号）第１０条第１項に規定する県計画と

して位置付けます。            
このプランの計画期間は、令和４年度から５年間とし、令和８年度を目標年度と

します。   

２２  位位置置付付けけ  

３３  計計画画期期間間  

第第１１章章  策策定定ににああたたっってて  

１１  策策定定のの経経過過  

この法律は、内水面漁業の振興に関する施策を総合的に推進するために、制定されました。 

都道府県は、当該都道府県の区域にある内水面について、内水面資源の回復に関する施策及び内

水面における漁場環境の再生に関する施策を総合的かつ計画的に実施する必要があると認めるとき

は、農林水産大臣が定める基本方針に即して、これらの施策の実施に関する計画を定めるよう努め

るとされています。 
内水面漁業の振興に関する法律 



2

584 549 575

1221

1845 1878

720

385 308
176 179

290

0

500

1000

1500

2000

2500

3000

T14 S53 H1 H7 H19 H27 R2

面
積
(
h
a
）

岡山県の藻場面積の推移

（県調べ、環境省「自然環境保全基礎調査」に基づき県で作成）

アマモ場 ガラモ場

     
（（１１））海海域域環環境境  

 

ア 藻場＊ 

（ア）現状 

「海のゆりかご」と呼ばれている藻場は、魚介類の産卵場や育成場所として

の機能を有するほか、二酸化炭素の吸収源として注目されるなど重要な役割を

担っています。砂泥域に分布するアマモ場＊は、大正時代には約４，３００ヘク

タール存在していましたが、大規模な干拓などにより大幅に消失し、その後も

海水の透明度の悪化等により衰退を続け、平成の初めには約５５０ヘクタール

まで減少しました。しかし、漁業者等による再

生活動や海水の透明度の改善等により、令和２

年度には１，８７８ヘクタールまで回復してい

ます。 
また、岩礁域に分布するガラモ場＊は、昭和

５０年代に７２０ヘクタール存在していまし

たが、近年では２９０ヘクタールとなっていま

す。  
（イ）課題 

アマモ場については近年回復傾向にありますが、再生活動の担い手を確保し、

これまでの成果を持続させる必要があります。 
また、ガラモ場については、減少要因の調査を行うとともに、着定基質＊の設

置等の再生活動を支援し、面積を増加させる必要があります。               

第第２２章章  岡岡山山県県水水産産業業のの現現状状とと課課題題  

１１  海海面面漁漁業業  
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イ 干潟 

 （ア）現状 

干潟は、アサリなどの二枚貝類の重要な漁場であるとともに、水質浄化機能

を有するなど重要な役割を担っています。昭和２０年代に約４，０００ヘクタ

ールあった干潟は、大規模な干拓などにより平成２７年度には３８５ヘクター

ルまで減少しています。 
       

（イ）課題 

現存する干潟の面積を維持しつつ、アサリの稚貝保護等の取組を推進する必

要があります。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ 海水温 

（ア）現状 

海水温は、昭和５０年代から平成２０年代にかけて約０．８℃上昇していま

す。特に１０～１２月の上昇は顕著であり、２．１～２．４℃上昇しています。 
海水温の上昇は、魚介類の産卵時

期や漁獲時期、漁獲対象種の変化等

を招いています。特に、秋季の海水

温上昇はノリ養殖の生産開始時期

の遅れや養殖カキの身入り不良を

招くなど、様々な影響を与えていま

す。  
（イ）課題 

海水温の変化に合わせて養殖や

操業の方法を見直す必要があります。   

岡山県の干潟面積の推移 

（環境省「自然環境基礎調査、瀬戸内海干潟実態調査、瀬戸内海における藻場・干潟

分布状況調査」に基づき県で作成） 
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高度経済成長期における開発や産業活動の拡大により、瀬戸内海は赤潮が頻発するなど、「瀕死

の海」と呼ばれるほど水質汚濁が深刻となりました。このような環境を改善するため、昭和 48 年

に瀬戸内海環境保全臨時措置法が制定され、昭和 53 年には瀬戸内海環境保全特別措置法として恒

久法化されました。 

様々な対策が講じられた結果、水質の改善が進みましたが、海域の栄養塩濃度が低下し、水産資

源への影響が指摘されるようになりました。そこで、平成 27 年に法改正が行われ、瀬戸内海を生

物の多様性、生産性が確保された「豊かな海」とすることが基本理念として新設されました。 

そして、令和３年の法改正により、栄養塩類管理制度等が創設され、周辺環境の保全と調和した

形での特定の海域への栄養塩供給を可能にし、海域及び季節ごとに栄養塩類のきめ細かな管理を

行うための計画を策定できることとなりました。 

エ 栄養塩濃度 

（ア）現状 

水質汚濁防止法（昭和４５年法律第１３８号）及び瀬戸内海環境保全特別措

置法（昭和４８年法律第１１０号）に基づく水質総量削減等により、海域への

窒素やリン等の負荷量が大幅に削減された結果、栄養塩＊（特に溶存態無機窒素＊）

濃度は低下傾向にあり、ノリ、カキ養殖業及び漁船漁業の生産に影響を与えて

いることが指摘されるようになりました。 
このような状況を受け、令和３年６月に瀬戸内海環境保全特別措置法の一部

を改正する法律が公布され、従来の排出規制主体ではなく、栄養塩類のきめ細

かな管理を行うための制度が創設されました。  
（イ）課題 

漁業生産の維持に必要な栄養塩濃度を把握し、適切な栄養塩管理に結び付け

る必要があります。 
また、下水処理施設の管理運転や海底耕うんなど、栄養塩を増やす取組の効

果を評価するとともに、関係機関と連携して取組を推進することが必要です。                        
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（μM＊）

岡山県海域の年平均栄養塩（溶存態無機窒素）濃度の推移（県調べ）
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オ 海底 

（ア）現状 

底質に経年的な変化は見られていま

せんが、一部の閉鎖的な海域では海底が

ヘドロ化するなど、底質が悪化している

場所が存在しています。  
（イ）課題 

底質の改善を目的として実施してい

るカキ殻の敷設や海底耕うん等の取組を

継続する必要があります。    
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

海底耕うんによる環境改善の事例 

備讃瀬戸海域における底質の強熱減量＊ 

の推移（環境省「瀬戸内海環境基本調

査」に基づき県で作成） 

くわ 

海底耕うん（イメージ） 0

2
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S62 H8 H17 H27

（％）

船を使って、鍬のような道具で海底を耕します。耕うん

によって、有機物が堆積（ヘドロ化）した泥の中に酸素が

供給されることで微生物による有機物の分解が進み、海底

環境が改善するとともに、海底の栄養塩が水中へ供給され

ます。 

大量の有機物が堆積（ヘドロ化）した海底 

海底耕うん（海底の栄養塩が溶出） 海底耕うん（海底に酸素を供給） 

生物の増加 

微生物により有機態窒素の分解を促進 

→海底の有機物の減少   海中への栄養塩の供給 

ノリの色落ち被害の軽減、漁獲量の増加 

海底環境の改善 

5
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カ 海ごみ＊ 

 （ア）現状 

本県海域には約２００トンもの海底ごみが堆積していると推計されていま

す（岡山県「平成２６年海底ごみ適正処理体制構築事業フォローアップ調査」）。

このほか、漂流ごみや漂着ごみも多く存在しており、これらは主に陸域から流

入したもので、漁業操業や船舶の航行に支障を来しているほか、景観や海域環

境に悪影響を及ぼしています。また、プラスチックごみ等に由来するマイクロ

プラスチックは社会問題にもなっています。 
現在、漁業者が操業中に網に入った海底ごみを回収しているほか、ボランテ

ィア活動による漂流ごみ、漂着ごみの回収が行われています。  
（イ）課題 

海ごみを減らすには、発生源となっている陸域での対策が重要であることか

ら、海ごみが漁業に与える影響や漁業者による回収作業の取組状況などを情報

発信する必要があります。 
また、漁場における海底ごみ等を減らすために、漁業者が行っている回収作

業等を引き続き支援する必要があります。   

底びき網で回収された海底ごみ 大雨後に流入した大型の海ごみ 

マイクロプラスチック 

微小なプラスチック粒子で、大きさが概ね５ミリメートル以下のものを指します。海洋を漂流

するプラスチックごみが紫外線や波浪によって微小な断片になったものや、化粧品などに含まれ

るマイクロビーズなどが含まれます。有害物質が付着しやすいことや魚などに誤食されやすいこ

とから、新たな環境への懸念材料となっていますが、人体への影響など不明な点も多く、様々な

研究が進められています。 

6
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（（２２））漁漁業業就就業業者者・・漁漁業業経経営営体体  

 

ア 現状 

漁業就業者数は減少を続けています。また、６０歳以上の割合が過半数を占め

ています。漁業経営体数も同様に減少を続けており、ノリ養殖業及び漁船漁業に

おいて減少率が高くなっています。  
イ 課題  

漁業を魅力ある産業にし、活力ある漁村づくりを推進しながら、漁業者の子弟

等を中心とした担い手の確保及び育成を図る必要があります。      
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（農林水産省「漁業センサス」に基づき県で作成） 

経営体数の推移（県調べ、農林水産省「漁業センサス、 

農林水産統計年報」に基づき県で作成） 
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（（３３））漁漁船船漁漁業業  

  

ア 現状 

漁獲量、生産額ともに減少が続いていますが、特に魚種別の漁獲量を見ると、サ

ワラやマダイは増加傾向にあり、これは種苗放流や資源管理型漁業＊の効果と考え

られています。一方、カレイ類の漁獲量は減少傾向にあり、これは海水温の上昇や

一部海域の底質の悪化などが要因の一つであると考えられています。  

   

 

イ 課題  

資源の増大を図るため、本県の海域環境に適した魚種の栽培漁業を推進するとと

もに、資源管理型漁業をさらに強化する必要があります。      
 

主要魚種の漁獲量の推移 

（農林水産省「農林水産統計年報」に基づき県で作成） 
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漁獲量と生産額の推移 

（農林水産省「農林水産統計年報」に基づき県で作成） 
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  サワラはサバ科の回遊魚で、春になると産卵のために太平洋から瀬戸内海へ入ってきます。このた

め、瀬戸内海の沿岸各地でサワラを対象とした様々な漁業が営まれ、本県では古くから春の「入り込

みサワラ」を漁獲してきました。春を告げる魚として郷土料理にも利用され、県民に愛されているサ

ワラですが、昭和 61 年に 535 トンあった本県の漁獲量は、平成 11 年には５トンまで激減しました。 

危機的な状況に陥っていた瀬戸内海のサワラ資源を回復させるため、資源を利用する 11 府県（和歌

山、大阪、兵庫、広島、山口、徳島、香川、愛媛、福岡、大分、岡山）の漁業者と国・県とが連携して

「サワラ瀬戸内海系群資源回復計画」を策定し、平成 14 年度から網目の拡大や禁漁期の設定、漁獲量

の制限等の取組を開始しました。さらに、関係機関が連携し、サワラの種苗生産、中間育成・放流に

も取り組みました。 

本県では、小型のサワラ（サゴシ）を漁獲しないように、網目の拡大や秋の禁漁に積極的に取り組

むとともに、漁獲されたサワラから卵と精子を採り、人工的に受精させて放流する「受精卵放流」を

続けてきました。これらの努力の結果、本県のサワラ

の漁獲量は 100 トンを上回るまで回復し、現在も概ね

維持されています。 

 国内では、様々な魚種を対象とした資源管理の取組

が行われていますが、漁業関係者、行政が広域的に連

携し、その取組が漁獲量の回復に結びついた事例は少

なく、瀬戸内海のサワラの資源管理は国内でも数少な

い優良事例です。関係者の努力で回復したサワラ資源

を持続的に利用していくため、現在も関係者が連携し

て資源管理の取組を継続しています。      0

50

100

150

200

250

300

350

400

0

100

200

300

400

500

600

S40 S45 S50 S55 S60 H2 H7 H12 H17 H22 H27

放
流
尾
数

漁
獲
量

放流尾数

漁獲量

漁業者の努力が結実！瀬戸内海のサワラは資源管理の優良事例 

サワラの卵を採っている様子 

岡山県のサワラ漁獲量と放流尾数の推移（昭和 40 年～令和元年） 資源管理の取組に着手 （ｔ） （千尾） 
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（（４４））ノノリリ養養殖殖業業 
  

ア 現状 

秋季の海水温の上昇による養殖開始時期の遅れや育苗期の生長障害に加え、海

域の栄養塩濃度低下による色落ち被害、魚類や鳥類による食害が見られる年があ

るほか、経営体数の減少も相まって、生産量は減少傾向となっています。 
また、「瀬戸内海産」などで販売されていることが多く、本県でノリが生産され

ていることが県民等にあまり知られておらず、県内での認知度が不足しています。 
     

イ 課題  

海水温上昇等の環境の変化に対応した養殖や、栄養塩の供給等の色落ち対策、

漁業者が実施可能な食害対策を行う必要があります。また、担い手の確保のほ

か、県産ノリの消費拡大を図るため、安全・安心な製品づくりの徹底や認知度を

高めるための取組などが必要です。              0
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左：正常なノリ網   右：食害を受けたノリ網 
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（（５５））カカキキ養養殖殖業業  

  

ア 現状 

生産量は全国第３位を誇っていますが、平成２６年度の身入り不良を原因とす

る大幅な落ち込み以降、３，０００トン前後で増減を繰り返しています。また、

夏場のへい死に加えて、最近ではクロダイやナルトビエイによる食害も見られて

います。 

県産カキは、三大河川から供給される栄養塩の恩恵を受け、餌となる植物プラ

ンクトンが豊富な漁場で養殖されるため、成長が速く、垂下してから１年以内に

出荷できる「１年カキ」が主力となっています。また、県内のみならず、中京地

区や首都圏など全国へ出荷されていますが、主要な出荷先である名古屋市場にお

いて、取扱量の減少が見られているほか、流通関係者からは、漁期当初に大粒の

カキを生産するよう求められています。 
また、産地では安全で安心なカキを消費者に届けるため、ノロウイルスや大腸

菌の検査などの衛生管理を実施しています。 
 

イ 課題  

   カキの身入りに影響する要因等を整理し、生産力の安定・強化を図る必要があ

ります。加えて、消費者のニーズに応じた品質を確保していくための対策や、衛

生管理と情報発信の強化に取り組む必要があります。     
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（（６６））水水産産物物流流通通、、消消費費  

  

ア 現状 

岡山市中央卸売市場における県産水産物の取扱いは、数量、金額ともに減少が

続いています。一方で、コロナ禍での生活スタイルの変化により、岡山市におけ

る１世帯（２人以上の世帯）当たりの年間魚介類購入金額が増加したほか、食の

簡便化志向の高まりにより、調理食品の消費量が増加しています。  
イ 課題  

旬の魚介類の魅力を発信するとともに、消費者ニーズに応じた時短・お手軽な

水産加工品を提供することにより、消費拡大を図る必要があります。 
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（百万円）

岡山市中央卸売市場 県産生鮮水産物取扱実績の推移

（岡山市「岡山市中央卸売市場年報」に基づき県で作成）
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（総務省「家計調査年報」に基づき県で作成）

12



13

 
 

   

ア 現状 

河川の主要な魚種であるアユ、アマゴ、ウナギなどの漁獲量は、近年、減少を

続けており、特にアユについては平成１０年頃と比べて約５分の１となっていま

す。これらの資源は、内水面漁業協同組合（以下「内水面漁協」という。）等の放

流や産卵場造成等により支えられてきましたが、堰等に付帯する魚道＊の機能低

下や河川環境の変化、カワウ等による食害、アユの冷水病＊の発生等が減少の原因

と考えられています。また、遊漁者数も減少傾向にあり、釣りなどを通じた川と

親しむ機会の減少が懸念されます。 

内水面漁業の漁獲量のうち約４分の３を占めるフナですが、近年減少傾向にあ

るものの、漁獲量は全国第１位となっています。 

養殖業については、アマゴ、ニジマス、コイ等を対象に営まれていますが、需

要の低迷や飼料価格の高騰、経営体数の減少等により、生産量は減少傾向にあり

ます。  
イ 課題 

生物が河川を遡上、降下する際のルート確保につながる魚道の改善や産卵場・

育成場の整備、カワウ等による食害対策に取り組む内水面漁協への技術支援を行

うほか、冷水病に強いアユを放流する必要があります。また、内水面漁業の魅力

を情報発信し、釣りなどを通じて水辺への親しみを深めるための取組を促進する

必要があります。 
養殖業については、引き続き安定生産を図るための防疫体制の充実やコイヘル

ペスウイルス（ＫＨＶ）病＊への迅速な対応が必要です。   

  

２２  内内水水面面漁漁業業  
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 ←グラフの H14→H15 のアユの落ち込みは何？ 

H10 以降のアユの減少の要因として、人工構造

物は適さないのではないか（もっと前から構造

物はあったので）。 
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「豊かな海・川の実現と魅力ある水産物の消費拡大」  
本県の海面漁業は、漁船漁業とノリ、カキ養殖業を主体として成り立っています。

漁船漁業では、季節ごとに多種多様な魚介類が漁獲されており、また、ノリ養殖業に

おいては生産量全国第９位、カキ養殖業においては生産量全国第３位の生産地となっ

ています。 
内水面は、三大河川の恩恵を受け、アユを始めとする様々な水産物を育むほか、自

然と親しむ機会を県民に提供するなど、重要な役割を果たしています。また、森から

川を通じて供給される栄養塩は海の豊かな漁業生産を支え、アユ、ウナギ、モクズガ

ニなど川の生き物は、海と行き来しながら生息するなど、海と川は密接につながって

います。 
しかし、海面漁業、内水面漁業ともに環境の変化、水産資源の減少、水産物の消費

低迷など、様々な課題を抱えています。当プランでは、「豊かな海・川の実現と魅力あ

る水産物の消費拡大」を目標に掲げ、漁業生産の基礎となる海と川を豊かにするとと

もに、そこで育まれる水産物の真の価値を消費者に理解していただき、消費拡大が図

られることを目指し、その実現に向けた諸施策を推進します。    
目標実現のため、次のとおり基本方針を定め、これに沿って施策を展開します。  
「美しく豊かな海づくり」 

漁場環境の改善や資源管理型漁業の推進により、美しく豊かな海づくりに努めます。 
 

「魅力ある水産物づくり」 

養殖業の安定生産や県産水産物の情報発信により、魅力ある水産物づくりに努めます。  
「活力ある漁村づくり」 

漁村の安全対策や担い手の確保・育成により、活力ある漁村づくりに努めます。  
「豊かで親しまれる川づくり」 

アユ等の資源回復の取組や漁場環境の改善により、豊かで親しまれる川づくりに

努めます。  

第第３３章章  目目標標とと基基本本方方針針  

２２  基基本本方方針針  

１１  目目標標  
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基基本本施施策策

３３  施施策策体体系系

施施策策のの方方向向性性基基本本方方針針
基基本本施施策策 施施策策のの方方向向性性基基本本方方針針

１１
　　
美美
しし
くく
豊豊
かか
なな
海海
づづ
くく
りり

　イ　藻場、干潟の保全及び再生
（１）漁場環境の保全及び再生

　ウ　海底環境の改善

　エ　海ごみの回収促進

（２）適切な栄養塩管理の促進 　イ　栄養塩の供給促進

　ア　取組効果等の把握

（３）栽培漁業の推進

　ウ　漁業者による森づくり

　ア　海域環境のモニタリングと情報発信

　ア　漁業者等と連携した取組の推進

　イ　新たな資源管理体制の構築

　ア　収量・品質確保の促進

　イ　ＩＣＴ等を活用した海域環境情報の提供（１）養殖ノリの生産振興

　ウ　衛生管理体制の強化

　ア　付加価値向上の取組促進

　ア　生産力の安定・強化

　イ　ニーズに応じた品質確保

　ウ　衛生管理及び情報発信の強化

（４）おかやま旬の魚の魅力発信

　イ　加工品等の開発促進（５）商品力の強化

（３）新たな養殖への挑戦

２２
　　
魅魅
力力
ああ
るる
水水
産産
物物
づづ
くく
りり

　ウ　海面の適正利用の促進

（４）資源管理型漁業の推進

　ア　儲かる養殖魚種の開発

　ア　「岡山のり」のＰＲ

　イ　「岡山かき」のＰＲ

　ウ　地魚のＰＲ

　ウ　おいしさの見える化の推進

　ア　種苗の放流

　イ　施設の更新及び長寿命化の推進

（２）養殖カキの生産振興

　イ　小規模養殖業の成長促進 
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基基本本施施策策基基本本方方針針 施施策策のの方方向向性性

　ア　地震、高潮などへの備え

（３）漁村・漁業の安全対策 　イ　漁港漁場施設の整備、長寿命化の推進

　ア　新規就業者の確保
（１）担い手の確保・育成の促進

　イ　若手漁業者の自立促進

（２）漁業経営の安定化

　ア　収入安定化の促進

４４
　　
豊豊
かか
でで
親親
しし
まま
れれ
るる
川川
づづ
くく
りり

　ア　アユの生息環境の改善等

（１）内水面資源の回復促進

　エ　漁協の漁場管理力の強化

　エ　養殖業の振興

　ア　遊漁者ニーズに応じた漁場づくりの
　　　促進

（４）漁村地域の賑わい創出 　イ　漁協直売所等の魅力発信

　イ　新たな遊漁者確保に向けた取組支援

　ウ　川の恵みや水辺の豊かさの伝承

（２）内水面資源の利用促進

３３
　　
活活
力力
ああ
るる
漁漁
村村
づづ
くく
りり

　イ　カワウの被害防止対策の推進

　ウ　疾病のまん延防止対策の推進

　ア　多様な主体による漁村の将来ビジョンの
　　　共有

　ウ　生産現場等の体験を通じたファンづくり

　イ　省力化、効率化の促進

　ウ　共同利用施設の整備

　エ　漁協等の基盤強化

　ウ　操業安全対策の促進
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本プランでは、漁業種類別に数値目標を設定し、さらに、この目標を達成するため、

基本方針ごとに指標を設定しました。  
（１）数値目標 

 

   

漁業種類 

令和８年度目標 令和８年度の見込み 

１経営体あたりの

生産額  
生産量 生産額 経営体数 

漁船漁業  ４０７万円 ２，７０３トン １８．４億円 ４５１ 

ノリ養殖業 ２，８５６万円 １．５億枚 １２．６億円 ４４ 

カキ養殖業 １，９７１万円 ３，００４トン ２５．２億円 １２８ 

合 計 － － ５６．２億円 ６２３  
＜参考：現況から推移した場合の令和８年度の経営体数の予測値注３）＞ 

漁業種類 漁船漁業 ノリ養殖業 カキ養殖業 

経営体数 ４３０ ４２ １２２ 

注３）既存データに基づいて近似曲線を作成し、令和８年度の値を予測 

漁業種類 
１経営体あたりの 

 生産額注１）  

参考：直近値注２） 

生産量 生産額 経営体数 

漁船漁業  ３８８万円 ３，２３２トン ２２．０億円 ６３２ 

ノリ養殖業 ２，７２０万円 １．５億枚 １２．４億円 ６３ 

カキ養殖業 １，８７７万円 ３，０５２トン ２５．６億円 １３４ 

合 計 － － ６０．０億円 ８２９ 

注１）漁船漁業は、平成２５年から令和元年の生産額の７中５平均値＊と２０１８年漁業センサスの経営体数

から算出。ノリ養殖業及びカキ養殖業は平成２６年度から令和２年度の７中５平均値から算出。 

注２）漁船漁業の生産量及び生産額は令和元年値、経営体数は２０１８年漁業センサス値。ノリ養殖業及び

カキ養殖業は令和２年度値。   
 

４４  数数値値目目標標とと指指標標  

１１経経営営体体ああたたりりのの生生産産額額（（現現況況））のの５５％％アアッッププをを目目指指ししまますす  
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（２）指標 

基本方針 現況値注１） 目標値 

１ 美しく豊かな海づくり 

管理運転に取り組む下水処理場の箇所数  
１箇所  

５箇所 
海底耕うん面積 
 漁業者が取り組む海底耕うんの実施面積  

６３７ｈａ／年  
８００ｈａ／年 

藻場再生の取組支援地区数  
９地区／年  

延べ４８地区／５年 
２ 魅力ある水産物づくり 

養殖業の安全・安心対策数 
  ノリ、カキ養殖業の衛生検査回数  

４７０回／年  
５１０回／年 

 おかやま旬の魚等の情報発信回数 
  イベントやＳＮＳ等での県産水産物のＰＲ回数  

４５回／年  
５５回／年 

 商品力の強化取組支援数 
加工品開発支援や味の見える化の情報提供  

８件／年  
延べ４５件／５年 

３ 活力ある漁村づくり 

新規就業者の受け入れ体制構築に取り組む

産地の数  
０地区  

２地区 
高潮被害が解消される防護面積  

 ６４ｈａ  
９０ｈａ 

漁村での現場体験等の取組数 
 漁業体験等の支援や水産研究所の見学受入回数  

１９回／年  
２３回／年 

４ 豊かで親しまれる川づくり 

生息環境の改善箇所数 
 漁協等が行う産卵場整備や魚道改修の支援箇所数  

２か所／年  
延べ１５か所／５年 

カワウ対策支援回数 
 漁協等が行う漁場やねぐら等での対策支援回数  

９回／年  
延べ５０回／５年 

遊漁者確保に向けた取組支援数 
漁協等が行う漁場地図の作成等の支援数  

０件／年  
延べ１０件／５年 

     注１）現況値は平成 30 年度から令和２年度までの３ヶ年平均値。ただし、高潮被害が解消される防護

面積の現況値は令和２年度値。 
  

SDGs は、平成 27 年９月の国連サミットで採択された 17 のゴールと 169 のタ

ーゲットで構成される、経済、社会、環境をめぐる広範な課題に統合的に取り組

むための国際社会全体の目標です。SDGs の理念は、本プランの施策の方向性と

も重なっており、本プランの施策を着実に進めていくことが、SDGs の 17 のゴー

ルの一つである「14．持続可能な開発のために海洋・海洋資源を保全し、持続可

能な形で利用する（外務省）」などの推進につながるものと考えています。 

岡山県水産振興プラン 2022 と SDGｓ（持続可能な開発目標）との関係について 
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（１）漁場環境の保全及び再生 

第第４４章章  具具体体的的なな施施策策  

１１  美美ししくく豊豊かかなな海海づづくくりり  
 

（１）漁場環境の保全及び再生 

ア 海域環境のモニタリングと情報発信 

県下全域で水温や栄養塩等のモニタリングを行

い、長期的な海域環境の把握や水産資源への影響評

価を行うほか、瀬戸内市牛窓町沖の観測ブイで一年

を通じて海水温等のデータを取得し、広く県民に対

し情報提供を行います。 

また、魚類のへい死・貝類の毒化等の原因となる

有害プランクトンを監視し、漁業被害や健康被害の

未然防止に努めます。 

 

イ 藻場、干潟の保全及び再生 

アマモ場については、これまでの成果を持続さ

せるために、引き続き、漁業者を始め、多様な主体

との協働による種まき等の再生活動を支援しま

す。ガラモ場については、漁協等が行う着定基質の

設置を支援するほか、減少要因を調査し、効果的な

再生手法の検討を行います。 
また、干潟については、主要な生物であるアサリ

の資源回復を目指して、漁業者による稚貝の保護、

育成のための網袋の設置等の取組を支援します。 

 

 
アマモ場再生活動 

自動観測ブイ（瀬戸内市牛窓町）

干潟でのアサリ資源回復の取組 

 

育成のための網袋の設置等の取組を支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

アマモ場再生活動 

アマモを増やすには、種をまく方法とアマモの株を植える方法があり

ます。本県では主に海上から種をまく方法を採用しており、６月頃、種

をつけたアマモを採取し、網袋に入れて海中で保管します。10 月頃、葉

体と種を分け、船等から種をまきます。 

このアマモ場再生の取組は、日生町漁協で昭和 60 年に始まって以来

30 年以上続けられてきており、現在では県内５地区に広がっています。 

また、日生町漁協ではこの取組が認められ、平成 28 年には内閣総理

大臣から「海洋立国推進功労者表彰」を受けました。 

 

アマモの生活史 

アマモ場再生活動のスケジュール 

６月 種を付けたアマモの採取 ７～９月 袋を海中で保管     １０月 選別      １０月 船上からの種まき 
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ウ 海底環境の改善 

漁業者が主体となって実施する海底耕う

んの取組に対して助言や支援を行うととも

に、耕うんの効果を検証し、漁業者へフィ

ードバックすることで取組意欲を高めるな

ど、海底環境の改善の取組を促進します。 

これまでに実施したカキ殻敷設による海

底環境改善事業については、手法や効果を

ガイドラインとして整理し、ウェブサイト

等で公表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

カキ殻敷設による海底環境の改善 

有機物が堆積（海底がヘドロ化） 

カキ殻の敷設 

（悪化した底泥を被覆） 

海底環境の改善 
浮泥の増加による 

底質の悪化 

耕うん等による 

浮泥の除去 

 本県海域の一部には、海底がヘドロ化した場所があり、カキ殻の敷設による海底環境の改善に取り組

んでいます。県水産研究所の調査において、カキ殻を敷設すると、悪化した底泥が被覆されることによ

り、海底環境が改善し、底生生物が増加することが確認されています。また、カキ殻の上に新たに浮泥が

堆積した場合には、耕うんにより浮泥を除去する等のメンテナンスを行うことで、海底環境が再び改善さ

れることが確認されています。 

底生生物の増加 水産資源の増加 

カキ殻の敷設状況 敷設場所のナマコ 敷設場所のウシノシタ類 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

対照区 殻敷設区

個
体
数
/
㎡

対照区

殻敷設区

対照区とカキ殻敷設区の底生生物の個体数 
（敷設後１～3 年間の平均） （個体数/ｍ2） 

漁船による海底耕うん作業の様子 
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エ 海ごみの回収促進 
漁業者は、漁業操業時に網に入った海底

ごみ等を港に持ち帰る回収活動を行って

います。県は、漁業者が漁港等の海底ごみ

ステーションに持ち帰った海底ごみのう

ち、市で処理できないものを処分すること

で、この取組を支援し、漁場における海底

ごみの低減を進めるとともに、漂流ごみに

ついては、小型船舶愛好団体がボランティ

アで実施している回収活動を引き続き支

援します。 

また、このような漁業者等の取組や海ごみが漁業に与える影響などについて、発

生源である陸域の自治体等へ情報提供し、発生抑制の取組を呼びかけます。 

 

 

 

漁業者により集められた海底ごみの回収 

漁業者による海ごみ回収の取組 

  

   
海ごみの削減には、発生抑制のほか、既に海域に流出したごみの回収も大切です。県内の漁業者は、以

下のような取組を行っています。 

 

①底びき網漁業者による海底ごみの回収 

 沿岸７市に 16 基の海底ごみステーションを設置しており、多くの漁業者が回収活動に取り組んでいま

す。このうち備前市日生町では、昭和 57 年頃に取組を開始し、現在まで継続した結果、回収されるごみの

量が減少しています。 

 

②海岸等での漂着ごみの回収 

昭和 60 年から、漁業者が海岸等の漂着ごみを県下一斉に清掃する漁場クリーンアップ活動を継続してい

ます。 

 

③豪雨後の緊急的な海ごみ回収 

豪雨により、大量のごみが漁場へ流入した際、漁業者は漁船等で回収活動を行っています。平成 30 年７

月豪雨の際は、発災直後から延べ約 300 名が作業を行い、流木などを回収しましたが、中にはドラム缶や

ガスボンベなどもありました。          
漁業者による海ごみ回収の取組 

底びき網漁業で回収され

た海ごみ 

漁場クリーンアップ活動

の状況 

平成 30 年７月豪雨時の回収作業等の状況 
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（２）適切な栄養塩管理の促進 

ア 取組効果等の把握 

瀬戸内海では、海域の栄養塩濃度の低下に伴い、

ノリの色落ちが発生しているほか、漁船漁業の漁獲

量やカキなどの二枚貝の生産量が減少していること

が指摘されています。その対策として、海域の栄養

塩を増加させる試みが行われています。 

下水処理施設の管理運転に加えて、漁業者による

海底耕うんが実施されている児島湾をモデル地区と

して、これらの効果調査を行い、取組を評価します。

また、これらを通じて、生物にとって適切な栄養塩

濃度の把握に努めます。  
イ 栄養塩の供給促進 

栄養塩の供給を促進するため、沿岸市と連携し、下

水処理施設の管理運転に取り組むほか、漁業者による

海底耕うんの取組に対して助言や支援を行い、漁場生

産力の向上を目指します。 

 

 

 

 

   瀬戸内海の各地では、貧栄養化対策として、下水処

理施設の管理運転（基準の範囲内で、窒素やリンを増

やして排水すること）が行われており、本県でも、平

成 30 年度から、岡山市の岡東浄化センターで始まりま

した。 

県水産研究所が、その効果を調べたところ、管理運

転前と比較して、管理運転後には海域の窒素濃度が上

昇することが確認されました。また、周辺の底質環境

に変化は見られていません。 

 

 

 

 

 

 

下水処理施設周辺海域の調査 

栄養塩濃度と漁業生産量の関係 

海域の栄養塩

植物プラ
ンクトン

動物プラ
ンクトン

魚
エビ

海域の栄養塩

植物プランクトン

動物プランクトン

魚

エビ等

食物連鎖

栄養塩の減少

下水処理施設 

下水処理施設の管理運転 
0

0.5

1

1.5

0

10

20

30

40

A
V
S

C
O
D

COD AVS

H30.10   H31.4   R元.9  R2.3 管理運転中 管理運転中 
排水口周辺の底質環境の変化（COD*,AVS*） 

排水口 管理運転前（令和元年 10 月） 
TN濃度(µM) 

60 20 40 排水口 管理運転後（令和２年２月） 
TN濃度(µM) 

60 20 40 
管理運転前と管理運転後の海域の窒素（TN）濃度の変化 (mg/gDW*) (mg/gDW) 
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ウ 漁業者による森づくり 

    森林は、水源の涵（かん）養＊や良質な水

の安定供給に寄与するほか、土砂流出防止

等の役割もあります。また、落葉等の有機物

に由来する栄養塩は、河川を通じて海に供

給され、海域の漁場生産量の維持に重要な

役割を果たしています。このため、漁業者が

河川の源流域等において、植樹や苗木周辺

の下草刈りなどに取り組んできており、引

き続き、このような漁業者による森づくり

活動を推進します。 

 

（３）栽培漁業の推進 

ア 種苗の放流 

放流効果や技術的知見、市場価値、漁業

者の要望等をもとに、栽培漁業の対象魚種

や放流尾数等を決定し、水産研究所等で生

産した種苗を適地へ放流しています。なお、

放流後の生残率を高めるために、県内３か

所に設置している施設等で稚魚の中間育成

も行っています。引き続き、これらの取組

を推進し、資源が回復した魚種については、

資源管理を中心とした取組に移行します。 

 

  

漁業者による植樹活動 

 
種苗の放流 

               

栽培漁業は、卵から稚魚になるまでの最も減耗の大

きい時期を人間が育てた後、海に放流し、自然界で成

長したものを漁獲することで、「つくり育てる漁業」

とも言います。 

卵から稚魚になるまで育てることを「種苗生産」、

その後、海上生けすや砂地の池等の自然に近い環境で

さらに大きくし、自然環境下で生き延びる能力を高め

ることを「中間育成」と言います。 

栽培漁業 

栽培漁業の効果（イメージ） 

0

100

生
残
率

経過時間

ふ化 
種苗生産 

中間育成 
直接放流 自然界 （％） 
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イ 施設の更新及び長寿命化の推進 

水産研究所の種苗生産施設については、塩害等

による破損や老朽化により、種苗生産に支障を来

しています。そこで、施設の集約と更新を行い、

効率的な生産に努めます。 

中間育成施設については、機能保全計画＊に基

づき計画的な改修を行うことで、施設を長寿命

化させ、修繕費等の維持管理費の削減を図りま

す。 

 

（４）資源管理型漁業の推進 

ア 漁業者等と連携した取組の推進 

サワラ等の広域回遊魚の資源管理には、複数県

での連携した取組が必要です。そのため、国を交

えた協議会を通じて関係府県と連携しながら取

組内容を検討するとともに、県内漁業者に対し効

果的な取組の提案や実施状況の確認などを行い

ます。 

また、県内では東・中・西部地区の漁業者協議

会等において資源管理の取組を推進しており、底

びき網の網目の拡大、禁漁期や禁漁区の設定、抱

卵ガザミの再放流等を行っています。これらの取組を引き続き支援していくとと

もに新たな取組の導入について検討し、漁業者協議会へ提案します。 

 

イ 新たな資源管理体制の構築 
改正漁業法が令和２年１２月に施行され、科学的な資源評価に基づき設定される

ＴＡＣ（漁獲可能量）による漁獲量管理が資源管理手法の基本となりました。ＴＡ

Ｃは、国が精度の高い資源評価を行い、漁業関係者の理解と協力を得た上で設定し

ます。県は、漁業者等へ新たな資源管理制度について普及・啓発するとともに、Ｔ

ＡＣの遵守を指導するほか、漁獲量報告のデジタル化等を支援し、適切な資源管理

の推進に努めます。 

 

 

 

 

 

 

サワラ漁具の網目の検査状況 種苗生産施設の水槽 
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ウ 海面の適正利用の促進 

水産資源は石油などの鉱物資源とは異なり、再生産（繁殖）によって増える性質を持っていますが、乱

獲などの不合理な漁獲が行われた場合、再生産に必要な親魚やこれから成長する稚魚が減少してしまう

おそれがあります。 

 限りある水産資源を持続的に利用するため、これまでの資源管理は、網目拡大や小型魚の再放流、休

漁日や禁漁期間の設定など、漁獲圧力を下げることを中心に取り組んできましたが、近年の漁船・漁具

の技術革新によって漁獲能力は大きく向上しており、これらの手法のみによる資源管理が難しくなって

います。 

 このため、70 年ぶりに改正された漁業法では、漁獲量そのものを規制する方法が資源管理の基本とな

りました。漁業者からの漁獲量報告や海洋環境のデータに基づき科学的に資源量を評価した上で、魚種

毎に漁獲可能量（ＴＡＣ）を設定し、その範囲内で漁獲することにより、乱獲を防ごうというものです。

今後は、漁業現場の実態を踏まえて、ＴＡＣによる資源管理と従来の手法を組み合わせ、水産資源の適

切な管理を推進することとなります。 

  漁業法改正と漁獲可能量（ＴＡＣ）による資源管理について 

新たな資源管理のサイクル 
【資源評価】 

・資源調査の結果を基に 

 研究機関が実施 

【資源調査】 

・漁獲、漁場環境 

 情報等の収集 

【漁獲可能量（ＴＡＣ）設定】 

・資源評価の結果からＴＡＣを設定 

・国は都道府県にＴＡＣを割当 

【操業】 

・ＴＡＣの下での操業 

・水揚げ情報収集 

  
ウ 海面の適正利用の促進 

限りある水産資源を適切に利用するため、漁業のルー

ルについての指導・取締を行っており、ナマコ、アワビ、

シラスウナギの密漁など悪質な事案に対しては、引き続

き関係機関と連携して対応します。 
また、漁業者だけでなく遊漁者に対しても、使用できな

い漁具・漁法や禁漁区等について、看板の設置や冊子の配

布等により周知・啓発を行うとともに、現場での指導を実

施し、海面の適正利用の促進に努めます。     
啓発ポスター 
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（１）養殖ノリの生産振興 

ア 収量・品質確保の促進 

漁場ごとに地区協議会が組織され、適正水

温での育苗や本張りの開始、赤ぐされ病＊を始

めとする病害対策等の集団管理が行われてい

ますが、近年では、育苗期間中の高水温や降雨

等の影響により葉体の傷み等が発生し、ノリ

の生産が不安定となる年が見られました。そ

こで、過去の養殖状況や環境データの解析に

より不作に至った要因を検証し、漁期中の気

象、海況から葉体の傷み等の発生を予測して

指導を行い、徹底した集団管理を行うことで、

被害の防止に努めます。 

また、秋季の海水温低下の遅れによりクロダイ等の魚類による食害が深刻化し、

カモ類の食害も毎年発生していることから、他県における効果的な防除対策等の情

報を収集して生産者へ助言を行います。 

このほか、生産者ごとに行っている乾ノリの加工作業の集約化・効率化を目的と

した共同加工施設の整備を推進します。  
イ ＩＣＴ等を活用した海域環境情報の提供 

瀬戸内市牛窓町沖での海水温等に加えて、漁

期中の栄養塩濃度をリアルタイムに生産者へ

発信します。また、栄養塩を消費する植物プラ

ンクトン量や塩分等も定期的に調査するなど、

生産管理に重要な海域環境情報を提供します。 

 

ウ 衛生管理体制の強化 

食の安全・安心が消費者に強く求められるな

か、乾ノリの製造工程から出荷に至るまでの衛

生管理を徹底するため、漁期前に岡山県漁業協

同組合連合会（以下「県漁連」という。）と県が

協力して、加工場の点検を実施します。 
また、漁期中においても、生産者が加工場の

衛生管理を行い、その状況を漁協及び県漁連が

定期的に確認するほか、生産者が乾ノリの細菌

検査を実施するなど、徹底した管理体制を構築

し、安全・安心なノリづくりを進めます。  

２２  魅魅力力ああるる水水産産物物づづくくりり  

栄養塩モニタリング装置 

 
ノリ網の真下に群れるクロダイ 

ほし 

ノリ加工場の点検の様子 
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１ 採 苗
さいびょう

（１０月） 

陸上の水槽内でノリ網を巻いた水車を回転させ、 

網に種（殻胞子
かくほうし

）を付着させます。 

 

 

２ 育 苗
いくびょう

（１０～１１月） 

採苗後の網を５～１０枚重ねて、海面に張り込 

みます。網を毎日数時間干し上げ、健全なノリ芽 

に育てます。 

 

 

 

３ 本張り
ほんばり

（１１～１２月） 

育苗が終わった網を１枚ずつ張り直します。 

岡山県では、浮きで網を海面に浮かす「浮流し」 

式養殖が行われています。 

 

   

  

４ 刈取り（１１～翌年４月） 

      伸びてきたノリ葉体を１～２週間おきに刈り取り 

ます。養殖期間中、１０数回程度刈り取ります。 

 

 

 

５ 加工（１１～翌年４月） 

      刈り取ったノリを陸上の加工場に運び、全自動乾 

燥機で乾ノリに加工します。 

 

 

 

６ 入札（１２～翌年４月） 

      乾ノリを箱詰めして出荷します。集荷されたノリ 

は、箱ごとに等級が付けられた後、入札にかけられ、 

値段が決まります。   

ノリ養殖の作業工程 
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（２）養殖カキの生産振興 

ア 生産力の安定・強化 

カキの餌である植物プランクトンの量を示す海水中のクロロフィル量＊、カキ

の成育状況、二枚貝に有害なヘテロカプサ・サーキュラリスカーマ＊による赤潮等

のモニタリングを行い、適切な生産管理に必要な情報を提供します。 
また、水温や餌の量などの漁場環境に応じた養殖方法を検討するほか、クロダ

イなどによる食害の発生頻度が高い漁場の把握や対策に繋がる最新の知見を収

集して生産者へ助言します。 

 

イ ニーズに応じた品質確保 

  漁期当初に大粒のカキを出荷してほしいと

いう流通関係者からの要望に対応するため、

生産者と情報共有し、筏における垂下連＊数の

削減や長さの調整といった具体的な身入り向

上対策を検討し、その効果を検証します。ま

た、加工向け需要の状況など、ニーズの変化を

把握するため、生産者と流通関係者などとの

情報交換を密に行います。  
ウ 衛生管理及び情報発信の強化 

消費者が求める食の安全・安心に応えるた

め、県漁連等ではノロウイルスや大腸菌などの

検査を行い、衛生管理に努めています。また、

トレーサビリティシステム＊により、消費者が

購入した商品の養殖海域や検査履歴を検索で

きるようにしています。県では、県漁連が実施

するノロウイルス検査への支援や貝毒＊のモ

ニタリングを行うとともに、衛生管理に係る取

組の実施状況についてウェブサイト等を通じ

て周知します。  
トレーサビリティシステムの検索画面 

市場関係者と生産者の情報交換 

カキ筏での食害対策の様子 
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１ 採苗（７～８月） 

ホタテガイの貝殻を海中に吊るし、カキの幼生を 

付着させます。１枚の貝殻に１００個以上の幼生が 

付着します。 

 

 

２ 抑制（８～翌年４月） 

 採苗したカキを浅瀬に設置した抑制棚に垂下し、 

翌年の春まで育てます。干満差を利用して一日数時 

間干出させることで健全なカキに育てます。 

 

 

３ 本垂下（４～５月） 

カキをロープに挟みこみ、筏に垂下します。秋ま 

で餌の少ない内湾で育てることで成熟を抑制し、産 

卵・放精による疲弊死を防ぎます。 

 

 

４ 沖出し（９～１０月） 

      餌の多い沖合漁場へ筏を移動させ、カキの身入り 

を良くします。 

 

 

 

５ 取揚げ・出荷（１０～翌年５月） 

      成長したカキを筏から取り揚げ、加工場に持ち帰 

ります。加工場で殻をむいて出荷します。また、一 

部は殻付きカキとして出荷します。 

     
カキ養殖の作業工程 
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（３）新たな養殖への挑戦 

ア 儲かる養殖魚種の開発 

漁船漁業との兼業やノリ、カキなど養殖業の端境期等で実施可能な新たな魚種

の養殖について、本県海域の環境特性を踏まえながら、品種や養殖技術の検討を

行います。 

 

イ 小規模養殖業の成長促進 
本県では、ノリやカキのほか、アオノリやワカ

メ、ヒジキ等の藻類、アサリ等の貝類養殖が小規

模に行われています。このような養殖について、

必要となる情報提供や技術的な支援を行い、産

地として拡大できるように努めます。 

 

（４）おかやま旬の魚の魅力発信 

ア 「岡山のり」のＰＲ 

関係団体との連携により、主に県内の消費者

に対し、イベントやＳＮＳ等を活用した岡山の

りのＰＲを行うほか、岡山のりを使った加工品

の開発・販売を支援し、岡山のりの認知度向上と

消費の拡大を促進します。 

 

イ 「岡山かき」のＰＲ 

岡山かきは、旨味が強く、味にクセが少ない食

べやすいカキとして評価されています。県では、

このような岡山かきの特徴や県漁連等による衛

生管理の取組状況を積極的に情報発信し、消費拡

大につなげていきます。 
特に、近年出荷額が減少している名古屋市場に

おいて、関係団体と連携し、味の特徴に加え、漁

業者が行っている生産海域での環境保全活動の

取組など、産地の努力を消費者や流通関係者にし

っかりと伝えることで、岡山かきのファンを増や

し、取扱金額の増加を図ります。 
 

 

 

 

 

養殖ヒジキの収穫 

イベントでの岡山のりのＰＲ 

岡山かきのＰＲキャンペーン 
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ウ 地魚のＰＲ 

季節ごとに水揚げされる魚介類のうち、各季節

を代表する３魚種を「おかやま旬の魚」として選

定しています。 

それらの魚種を中心に、特色のある旬の魚介類

について、その魅力や食べ方などをＳＮＳや学校

での出前授業を通じて発信するなど、“知ってもら

う”取組を行います。 

また、小売店等でのお勧めレシピの配布などに

より、消費者が家庭などで魚介類を調理するきっ

かけをつくるとともに、それらをまとめたレシピ

ブックを公開するなど、“食べてもらい、伝えても

らう”取組を実施し、消費拡大を図ります。                           

地魚の認知度向上の取組事例 
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県民に四季折々の岡山県の旬の魚介類を“知ってもらい”“食べてもらい”“伝えてもらう”こと、県外

から岡山県に“食べにきてもらう”ことを目的に、県が特にＰＲに力を入れる魚種を『おかやま旬の魚』

として令和３年度に選定しました。選定にあたり、候補魚種 22 魚種を対象に「おかやま旬の魚総選挙」を

実施し、その結果も踏まえ、選定委員会において季節ごとに３魚種づつ選ばれました。 

 

【『おかやま旬の魚』をはじめとした県産水産物のＰＲポスター】 
  

『おかやま旬の魚』～岡山の季節を代表する魚たち～ 
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（５）商品力の強化 

  ア 付加価値向上の取組促進 

一時的に多く漁獲されるために単価が低

い魚種については、新たな市場の開拓や通

常出荷している市場以外への出荷、一次加

工後の出荷などの可能性を検討します。 

また、活魚出荷を推進するため、漁船及び

漁協産地市場への海水冷却装置＊の設置を

促します。 

そのほか、個々の漁業者が行う漁獲物の     

品質向上の取組として、市場等の流通関係

者の意見を聞きながら、活けじめ方法の改

善等、漁獲物の取扱方法の見直しについて

助言を行います。 

 

イ 加工品等の開発促進 

  消費者の生活スタイルの変化により、食

に対する簡便化志向が高まっている一方、

健康志向などの影響で、水産物を食べる量

と頻度を増やしたいと考える消費者も多い

ことが分かっています。そのため、県産水産

物を時短調理できる加工品や手軽に食べら

れる加工品などの開発や販売を支援しま

す。 

 

ウ おいしさの見える化の推進 

味覚センサー＊等を用いて、焼く・蒸す・

煮るなどの調理方法ごとの味覚特性を分

析し、最適な調理方法を把握します。また、

得られた結果を、これまでの知見と合わせ

て流通関係者等へ情報提供することで、Ｐ

ＯＰ広告等での活用を促進するとともに、

消費者にも情報発信を行い、県産水産物の

おいしさのＰＲと消費拡大に努めます。 

  おいしさのデータを活用した地魚 PR 資材 

海水冷却機能を備えた活魚水槽 

岡山のりを使ったお菓子やふりかけ 
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（１）担い手の確保・育成の促進 

  ア 新規就業者の確保  

漁業経営体数の減少が続いており、特にノリ養殖業とカキ養殖業は、全国有数の

産地としての生産力低下が懸念されています。後継者不足により、今後、経営体数

が大きく減少すると予測される地域において、地元漁協や市と連携して受入体制を

構築し、新たな担い手の確保に努めます。また、漁船漁業においても、水産資源の

状況や地域の実情に応じて、国の長期研修制度の利用等について検討を進めます。 

 

イ 若手漁業者の自立促進  

新規就業者が安心して働くことができ、自

立した漁業者へと成長するためには、地域の

実情に応じた情報の提供や技術指導を行う必

要があります。そのため、若手漁業者で構成す

る漁協青壮年部や指導的漁業者で構成する漁

業士会との交流、研修会、地域のイベント等へ

新規就業者等の積極的な参加を促し、学習の

機会を提供します。  
（２）漁業経営の安定化 

 ア 収入安定化の促進 
養殖業と漁船漁業又は数種類の漁業を組み合わせた複合経営への転換や、各種

漁業共済制度の利用を漁業者に促します。また、燃油価格高騰による影響を緩和

するため「漁業経営セーフティーネット構築事業＊」等の活用を漁業者に促すな

ど、収入安定化を促進します。    
 

イ 省力化、効率化の促進 

制度資金の活用等による漁船や操船・漁ろ

う作業省力化機器、省エネ型エンジン等の導

入促進のほか、燃料油の消費削減につながる

船底清掃の励行等の取組を推進します。        

３３  活活力力ああるる漁漁村村づづくくりり  

漁業関係者の交流会 

省エネ型の漁船エンジン 
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 ウ 共同利用施設の整備 

 これまで、漁業生産の効率化や衛生管理機能

の向上等を目指し、カキやノリの加工処理施設

等の共同利用施設の整備を支援しており、引き

続き、必要な支援を行います。       
エ 漁協等の基盤強化 

漁協は漁業権の適切な管理のほか、販売事業や購買事業等により漁業者の経済

活動を多岐にわたって支えるなど重要な組織ですが、漁業者の減少等によりその

経営基盤は弱体化しているため、合併等による基盤強化の取組に対して指導や助

言を行います。  
（３）漁村・漁業の安全対策 

ア 地震、高潮などへの備え 

頻発化・激甚化する風水害、南海トラフ地震などの大規模な災害の発生に備え、

水産物の生産拠点となる漁港において、地震及び津波に対する安全性を診断し、

安全性が不足する箇所について岸壁の耐震化などの対策を講じます。 

また、平成１６年の台風１６号により、県下の多くの沿岸で高潮や波浪による

浸水被害が発生しました。高潮被害から背後地を守り、漁村における安全・安心

な暮らしを確保するために、岡山沿岸海岸保全基本計画＊に基づいて、護岸のかさ

上げ等の海岸保全施設＊の整備を進めます。 

 

 

イ 漁港漁場施設の整備、長寿命化の推進 

利用者の利便性を向上させるため、照明のＬＥＤ化や手すりの設置など、施設

の整備を推進します。 

また、水産物を安定的に供給していくためにも、漁業活動に必要な漁港や漁場

施設の機能を将来にわたり適切に保つことが必要となることから、施設の長寿命

化を推進し、策定している機能保全計画に沿って、早期の段階で予防的な対策を

講じることで、維持管理費や更新費の削減を図ります。 

 

     
胸壁の整備（左：施工前、右：施工後） 

共同利用施設（ノリ大型全自動乾燥機） 
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ウ 操業安全対策の促進 

本県では１人で出漁する漁業者が多く、漁船からの転落や漁労設備への巻き込ま

れなどの重大な事故につながるケースが見られます。これまで、ライフジャケット

の着用や漁船からの転落防止用の手すりの設置等を啓発してきましたが、引き続き、

海上保安部や漁協等と連携を図りながら、操業中の事故を防止する安全装置の導入

等、効果的な安全対策の啓発を行います。 
 

（４）漁村地域の賑わい創出 

ア 多様な主体による漁村の将来ビジョンの共有 

平成３０年度に、漁業者と市が連携し、漁業所得の向上等を目標とした第２期の

「浜の活力再生プラン＊」を沿岸７市でそれぞれ策定しました。また、令和２年度に、

より広範囲の漁村地域が連携し、魚価の向上等を目標とした第２期の「浜の活力再

生広域プラン＊」を沿岸の３区域でそれぞれ策定しました。これらのプランが円滑に

実施されるように国の施策を活用しながら支援します。 
 

イ 漁協直売所等の魅力発信 

水産物直売所では、旬の新鮮な魚介類が手軽に購入できるため、消費者が県産水

産物を食べるきっかけを提供する場となっています。県では、ウェブサイトやＳＮ

Ｓを活用し、直売所が取り扱う旬の水産物の魅力を発信することで、県産水産物の

ファンづくりを推進します。 

 

ウ 生産現場等の体験を通じたファンづくり 

消費者や子供達を対象とした魚介類の

生息環境の保全活動や漁業体験等の取組

支援、水産研究所での見学者の受入れな

どにより、水産物が水揚げから食卓に並

ぶまでの流通過程を紹介し、海や漁業へ

の理解を深めてもらうことを通じて、県

産水産物のファンを増やします。   

直売所での漁業者による魚の販売 カキを専門に販売する漁協直売所 

漁村での地びき網体験イベント 
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（１）内水面資源の回復促進 

ア アユの生息環境の改善等 

本県の内水面を代表するアユを始め、ウナギやモクズガニなどの生息環境を改善

する必要があります。そのため、内水面漁協等が行うアユの産卵場や育成場の整備

への技術的な助言を行うとともに、資源状況を把握するための天然アユの遡上調査

を行います。また、河川を遡上、降下する生物の生息環境の改善に向けて、堰に付

帯する魚道等の構造物の機能を診断し、改修が必要な魚道について改善案を策定す

るほか、内水面漁協等が行う魚道の改善などの取組を促進します。 

このほか、アユの資源増大を図るため、放流用種苗の生産やふ化仔(し)魚放流＊等

の取組を支援し、環境に配慮した河川整備の重要性や優良事例を関係者に周知する

ことで、多様な生物が生息できる豊かな河川環境を目指します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ カワウの被害防止対策の推進 

カワウによるアユ等の食害が深刻化していることから、市町村や内水面漁協等

からなる県カワウ対策協議会において「県カワウ被害対策指針」を策定し、関係

者が連携して対策に取り組んでおり、県では、カワウの生息状況を把握するほか、

内水面漁協等による対策を支援します。また、これまでの取組を基に指針を改訂

し、より効果的な対策についての検討を進めます。 
さらに、カワウは広範囲に移動することから、中四国地方の関係県と共同で広

域的な被害軽減対策に取り組みます。 

４４  豊豊かかでで親親ししままれれるる川川づづくくりり  

堰の下流に滞留するアユ アユの産卵場造成作業 
カワウ カワウのねぐらでの対策状況（テープ張り） 
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ウ 疾病のまん延防止対策の推進 

アユ資源に深刻な被害を与える冷水病につ

いては、放流用種苗の保菌検査や飼育管理の指

導等を通じて発病の抑制に努めます。 

また、ニシキゴイ及びマゴイに甚大な被害を

及ぼすコイヘルペスウイルス（ＫＨＶ）病の発

生が確認された場合には「県ＫＨＶ病発生対応

マニュアル」に基づき迅速かつ適切な対応を行

い、まん延防止に努めます。 

 

エ 養殖業の振興 

アマゴやニジマス等の小規模な養魚場が、

県北を中心に多くあります。県では、養魚場

への巡回を行い、疾病等の未然防止や養殖技

術に関する指導等を行うことにより、安定的

な生産が可能となるよう支援します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

     
 

 

 

内水面の漁業による食文化の伝承 

本県では、古くから川の魚介類を食べる文化が

培われており、このような食文化を伝承するため

にも、内水面の資源や環境を保護することが重要

です。また、道の駅や直売所等では、アユやアマ

ゴといった川魚が販売されていることも多く、観

光資源としても非常に重要です。 

養魚場における養殖指導 

冷水病に罹患したアユの症状 
若アユの天婦羅 

アマゴのフライと塩焼き アユの塩焼き 
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（２）内水面資源の利用促進 

ア 遊漁者ニーズに応じた漁場づくりの促進 

内水面の遊漁者にとって、河川等の景観や冷涼な空気は都市部にない価値であり、

アユやアマゴ釣り等の機会を通じて実感してもらうことにより、中山間地域におけ

る交流人口の増加や地域資源の利用による経済効果が期待されます。内水面漁協等

に有効な漁場活用方法等の提案を行うとともに、県産アユを親にした冷水病に強い

種苗の放流を進めるなど、遊漁者にとって魅力ある漁場づくりを促進します。 

 

イ 新たな遊漁者確保に向けた取組支援 

 遊漁者を漁場に呼び集めるには、釣り場

の様子や釣果、放流状況、遊漁券＊の販売場

所などの情報を広く遊漁者に届けること

が必要です。県内では、ホームページやＳ

ＮＳを活用した情報発信に取り組む内水

面漁協も少しずつ増えてきましたが、さら

に、その導入を促進します。 

このほか、遠隔地でも購入可能な電子遊

漁券＊の導入やファミリー層を対象とした

イベントなど、市町村や内水面漁協等と連携した新たな遊漁者確保の取組を推進し

ます。 

 

ウ 川の恵みや水辺の豊かさの伝承 

 川や魚に興味を持ち、河川環境の保全等に関心

を持ってもらうためには、子供達や地域住民に川

の生き物を知ってもらうことや、アユやアマゴな

どを食べてもらうことが重要です。そのため、内水

面漁協等が行う稚魚放流体験や親水活動への協力

のほか、川魚の食文化の情報発信に取り組むなど、

川の恵みや水辺の豊かさの体験等を通じて、次世

代へ川の大切さを繋ぎます。  
エ 漁協の漁場管理力の強化 

内水面漁協は、適切な漁場管理による内水面資源の増殖や漁業秩序の維持に必

要不可欠な組織ですが、組合員や遊漁者の減少等により漁場管理力の低下が懸念

されています。そのため、漁協収入の増加に向けた取組や漁協合併・連携による

経営基盤の強化を支援するとともに、漁場の環境改善のための自主的な取組を促

進することで内水面漁協の漁場管理力の強化を図ります。  

開設された漁協のホームページ 

ＳＮＳでの川魚の情報発信 
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   説      明 
ア

行  【【赤赤ぐぐさされれ病病】】 
 糸状菌がノリ葉体の細胞に寄生して発生する病害のこと。小さな赤さび状のは

ん点が次第に大きくなり、病状が進行すると葉体が流失する。高水温期や小潮で

干出時間が短く、かつ低塩分条件下で急速にまん延する。 
【【アアママモモ場場】】 

アマモとは、稲に似た細長い葉を持つ多年生の種子植物のことで、水深が比較

的浅く、底が砂や泥の穏やかな場所に繁茂する。アマモが群生した場所をアマモ

場と呼ぶ。 
【【海海ごごみみ】】 

陸域等に投棄されたものが海に流れ込んだり、海に投棄されたごみのこと。海

岸にたどり着いた「漂着ごみ」、海面に流れ出て漂っている「漂流ごみ」、海底に

堆積した「海底ごみ」の３つに大きく分けられる。 
【【栄栄養養塩塩】】 
 植物プランクトンや海藻類の増殖、生長に必要な窒素、リン等の無機塩類又は

無機化合物のこと。 
【【岡岡山山沿沿岸岸海海岸岸保保全全基基本本計計画画】】 

「海岸の防護」、「海岸環境の整備及び保全」、「海岸における公衆の適正な利用」

に配慮した総合的な海岸管理を行うために平成２５年度に改訂された計画のこ

と。南海トラフ巨大地震等の予測に基づいて、堤防高等の設定を行っている。 
カ

行 【【海海岸岸保保全全施施設設】】   
海岸保全区域内にある堤防、突堤、護岸、胸壁、離岸堤、砂浜その他海水の侵

入又は海水による侵食を防止するための施設で、高潮や津波等の自然災害から背

後地の人命や財産を守る役割を担っている。 
【【海海水水冷冷却却装装置置】】 
 漁船の生けすや漁港市場の水槽の海水を冷却する装置。海水温が低いと海水中

の溶存酸素量が多くなり、また魚介類が必要とする酸素量が少なくなることから、

漁獲した魚介類の生残率が高まる。 
【【貝貝毒毒】】 

アサリ、カキなどの二枚貝が餌として有毒プランクトンを食べることで、毒素

が一時的に蓄積され、貝が毒化すること。これを食べた人が中毒症状を起こすこ

とがある。下痢性貝毒や麻痺性貝毒などに分類される。 
【【ガガララモモ場場】】 
ガラモとは、褐藻類のホンダワラ科に属する海藻の総称で、岩などに付着し、

大型の種では数メートルに生長する。空気を含んだ気泡と呼ばれる器官を持ち、

浮力により海中に立ち上がることができる。ガラモが群生した場所をガラモ場と

呼ぶ。本県のガラモ場では、アカモク、ヒジキ、タマハハキモク、ノコギリモク

等が見られる。 

参参 考考 資資 料料 （（ 用用 語語 集集 ））  
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カ

行 【【機機能能保保全全計計画画】】 
施設の老朽化が進行した後に修繕等を行う「事後保全」中心の維持管理から、早期

の段階で予防的な修繕等を実施する「予防保全」を取り入れた戦略的な維持管理へ

の転換により、施設の有効活用やコスト縮減を図り、施設の長寿命化のために策定

する計画のこと。 
【【強強熱熱減減量量】】 
 試料を高温で加熱して有機物を焼失させた後の減量重量のこと。有機物の総量の

指標となる。 
【【漁漁業業経経営営セセーーフフテティィーーネネッットト構構築築事事業業】】 

漁業者と国の資金拠出により、燃油価格や配合飼料価格が高騰したときに補塡金

を交付し、経営の安定を図るための事業のこと。 
【【魚魚道道】】 

サケ･マス類、アユ、ウナギなど河川の上流と下流を移動する習性をもつ魚の通行

が、ダムや堰
せき

などの障害物によって妨げられる場合に、これらの魚が往来できるよ

うに設けられる通路のこと。 
魚の種類や地形に応じて、いろいろな構造のものがある。 

【【ククロロロロフフィィルル量量】】 
植物、藻類等に広く含まれる光合成色素の一種で、海中のクロロフィル量は、植物

プランクトン量の目安としている。 
【【ココイイヘヘルルペペススウウイイルルスス（（ＫＫＨＨＶＶ））病病】】 
ニシキゴイ、マゴイに高い致死性を示す伝染病で、水温が２０～２５℃程度で発

生しやすいため、主に春と秋に発生がみられる。コイ以外の魚や人には感染しない。 

県内では、平成１５年に初めて発生し、その後も河川、養殖場などで発生事例が

ある。 
サ

行 【【資資源源管管理理型型漁漁業業】】 
水産資源を適切に管理し、持続的に利用していくための取組のこと。漁業許可の

ように国や県などの公的機関が行うものと、漁業者が自主的に行うものに大きく分

けられる。本県では、漁業者が自主的に底びき網の網目の拡大やガザミのサイズ制

限等を取り決めるなどの漁獲制限を行っている。 
【【垂垂下下連連】】 

カキが付着したホタテガイの貝殻を挟み込んだロープのこと。筏に吊るすことか

ら、吊線（つりせん）とも言われる。 
【【水水源源のの涵涵（（かかんん））養養】】 
樹木や土壌が水を保持し、大雨が降った時の急激な河川等の増水を抑え、しばら

く雨が降らなくても水の流出が途絶えないようにするなど、水源山地から河川に流

れ出る水量や時期に関わる機能のこと。 
42
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タ

行  【【着着定定基基質質】】 
 ガラモ等の海藻類の付着や増殖対象生物にとって好適な生息環境を形成するため

に水中に設置する人工構造物や石材等のこと。 
【【電電子子遊遊漁漁券券】】 
遊漁者が、漁業権が設定されている河川等で、対象となる魚種を採捕する場合に

購入する遊漁券を電子化したもので、従来の紙の遊漁券のように釣具店等の販売所

に訪れることなく、スマートフォン等から購入できる。 
【【トトレレーーササビビリリテティィシシスステテムム】】 

トレーサビリティ（traceability）とは「trace」（追跡、足跡）と「ability」（可

能性、能力）を組み合わせた造語で、食品の生産履歴、加工・流通履歴などを必要な

ときに遡って確認できるシステムのこと。 
ナ

行 【【７７中中５５平平均均値値】】 
直前７年間のうち、高値１年分と低値１年分を除いた５年間分の平均値のこと。 

ハ

行 【【浜浜のの活活力力再再生生広広域域ププラランン】】 
浜の活力再生プランの取組と併せて、競争力強化を図るため、広域の漁村地域が

連携して、市場機能の集約や流通の合理化による浜の機能再編、中核的担い手の育

成等を推進するための具体的な取組を漁業者が策定する計画のこと。 
【【浜浜のの活活力力再再生生ププラランン】】 

漁業所得の向上を通じた漁村地域の活性化を目指し、具体的な取組を実行するた

めに漁業者が策定する総合的な計画のこと。 
【【ふふ化化仔仔（（しし））魚魚放放流流】】 
ふ化直後の仔魚を直接海や河川等に放流すること。 
アユの場合、受精卵を付着させた器材を河川に設置することで、ふ化仔魚が直接

河川に放流される。河川の下流で行うため、海への流下にかかる日数が短縮し、生

残率の向上が期待される。 
【【ヘヘテテロロカカププササ・・ササーーキキュュララリリススカカーーママ】】 

二枚貝類を特異的に死亡させる渦鞭毛藻類のプランクトンのこと。過去に他県で

はこの種の赤潮が発生し、カキや真珠の養殖などに大きな被害が出たが、本県での

被害報告はない。 
マ

行        

【【μμＭＭ（（ママイイククロロモモララーー））】】 
 溶液１Ⅼに含まれる対象物質の量を表す単位。 
【【味味覚覚セセンンササーー】】 
味覚を定量的な数値データとして出力できる機械のこと。「酸味」、「苦味」、「甘味」、

「塩味」、「旨味」、「渋味」の６項目が数値化され、客観的に表現することができる。 
【【ｍｍｇｇ／／ｇｇＤＤＷＷ】】 
 乾燥させた試料１ｇに含まれる対象物質の量を表す単位。 
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マ 
行 【【藻藻場場】】 

海藻又は海草の群落で、海草のアマモ類が主体の「アマモ場」、褐藻のホンダワラ

類が主体の「ガラモ場」、大型褐藻のコンブ類が主体の「コンブ場」等がある。光合

成による一次生産だけでなく、多様な生物のすみかや隠れ家となり、産卵場、稚仔の

育成場、餌場としても利用されるほか、光合成による酸素の放出などの効果がある。 
ヤ

行 【【遊遊漁漁券券】】 
遊漁者が、漁業権の設定されている河川等で、対象となる魚種を採捕する場合に

購入する証票のこと。鑑札とも言われる。 
【【溶溶存存態態無無機機窒窒素素】】 

水中に溶けている無機態の窒素のこと。植物プランクトン等の増殖に必要な成分

で、食物連鎖を支える重要な役割を担っている。 
ラ

行 【【冷冷水水病病】】 
フラボバクテリウム属細菌による感染症で、アユに深刻な被害を与える。水温が

低い状態で発症するため、冷水病といわれ、体側や尾柄部の筋肉に壊死を伴った潰

瘍が認められる。 
英 【【ＡＡＶＶＳＳ】】 

 Acid Volatile Sulfides（酸揮発性硫化物）の略。底泥中の硫化物の量を示し，こ

の値が高いほど底質の富栄養化が進んでいるとされる。 
【【ＣＣＯＯＤＤ】】 
Chemical Oxygen Demand （化学的酸素要求量）の略。水中・底泥中の有機物の量

を示す尺度であり，化学反応により有機物が酸素を消費する量を基に算出する。こ

の値が高いほど有機汚濁が進んでいるとされる。  
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